














































































■活用実績のまとめ

・雪氷防災実験棟では、右図の様に、毎年30件前後の研究課題
が実施されています。年間の稼働率は、およそ90%です(休日・
定期点検期間を除く)。

・これまでの研究課題・実施機関をまとめると下図の通りです。

雪氷防災実験棟
－ 最先端の降雪環境実験施設を活用した防災研究 －

大型低温室内の実験装置

A B

■利用方法
・雪氷防災実験棟は共同利用施設です。利用方法の詳細は

http://www.bosai.go.jp/seppyo/ に掲載されています。

・お問い合わせは、雪氷防災研究センター新庄支所の運用委
員会事務局(電話 0233-22-7550)へお願いします。

■設置の目的

・雪氷防災実験棟は、寒冷・積雪地域で起こる様々な現象を、室内で再現し実験的に研究することを目的として建設されました。
・天然の雪に近い結晶形の雪を降らす装置を備えた世界唯一の施設です。
・夏でも天然と同様の積雪を作り、制御された環境において、雪氷防災をはじめ雪に関する種々の実験を計画的に実施するこ

とができます。

■主な装置と性能

・降雪装置A(樹枝状結晶、
降雪強度 0～1 mm/時(水換算))

・降雪装置B(氷球、
降雪強度 0～5 mm/時(水換算))

・降雨装置(降雨強度 0～2 mm/時)
・日射装置(日射強度 0～1000 W/m2)
・実験テーブル(寸法 3m×5m、

傾斜角 0～45°)
・風洞装置(測定部寸法 1m×1m×14m、

風速 0～20m/s)
・横風発生装置(風速 0～10m/s)
・低温室内の温度は-30～+25℃の範囲で

調節可能

■これまでの研究例

信号機の着雪対策に
関する実験

雪崩発生予測のための
積雪剪断強度の測定

吹雪の発生・発達に関する
風洞実験

 

道路の圧雪の形成条件と
滑りやすさに関する実験
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年度

受託研究

施設貸与共同研究

自体研究

施設利用

平成９年度～１９年度に雪氷防災実験棟で実施した研究
(共同研究・自体研究・施設貸与・施設利用・受託研究)

実施課題　３１５件

研 究 分 野

雪氷防災

地球科学

利雪

研 究 テ ー マ

吹雪

雪崩

降積雪

建築

着雪氷

その他

実 施 機 関

大学

民間

防災科研
(自体研究)

国公立
研究所

その他

道路雪氷

行政機関
(国・県等)

雪氷防災研究センター
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災害リスク情報プラットフォームの概要

個人や地域が�リスク�を�り、と�に��る�とのできる��を��して

私たちの生活は、地震、津波、噴火、豪雨、地すべり、雪崩などの自然災害の「リスク」と切り離すこと

ができません。そこで、「災害リスク情報プラットフォーム������������」プロジェクトでは、これまで

に培われた自然災害に関する科学的研究成果や被災経験・教訓などの「知」を最大限に活かし、一人ひとり、に培われた自然災害に関する科学的研究成果や被災経験 教訓などの 知」を最大限に活かし、 人ひとり、

そして社会全体の防災力を向上させるためのイノベーションの創出に取り組みます。

自然災害に備えるためには、被りうる自然災害のリスクについて知ることが必要です。そのためには、専

が 各 害

災害リスク情報プ�ッ���ーム（BOSAI-DRIP）の��

①災害ハザード・リスク評価システムの研究�発

門的な調査・研究によるリスクの評価・可視化が重要となってきます。そこで、各種自然災害について、こ

れまで培われてきた専門的な知見に基づくハザード評価、リスク評価を行い、その成果を可視化された「災

害リスク情報」として提供します。その第一段階として、まずは地震災害を中心に研究開発を行います。

ハザードマップ

災害リスク情報
相互運用環境

①災害ハザード・リスク評価システムの研究�発

各種ハザード

�門�

地震ハザード・リスク情報ステーシ�ン
全国を対象とした地震ハザード・リスク評価を実施
し それら情報をＷＥＢ上でわかりやすく提供でき

大学

国

自治体

研究機関

企業・NPO

ッ

被害想定

防災政策
・制度

防災サービス

災害記録

個人

防災科研の各種
ﾊｻﾞｰﾄﾞ研究部門

各種自然災害リスク評価����
全国を対象とした各種自然災害事例マップの提
供システムと、地域を限定した各種自然災害リス
ク評価情報の提供システム

個人��活用システム
個人の生活・将来設計を含めた防災対策立案と、
日常生活の各場面での防災行動支援を行うシス

個人・
地域に

�門�
に�る
リスク
評価

災害リスク情報
クリアリングハウス

し、それら情報をＷＥＢ上でわかりやすく提供でき
るシステム

メ���

防災行動

②災害リスク情報活用システムの研究�発�災害リスク情報相互運用環境の研究�発

相互運用環境とクリアリングハウス
①②で行うリスク評価のために必要な情報を発見し（クリ
アリングハウス）、利用できる（相互運用）環境

メディア

被災時体験
・エピソード

②災害リスク情報活用システムの研究�発

�災害���情報相互運用環境の研究�発

地域

テム

地域��活用システム
地域が自らの地域のリスクや資源を空間的・時間
的に可視化するプロセスを通じて、防災対策を立
案するシステム

地域に
�る

リスク
評価

変動し複雑化する社会においては、誰にも共通する唯

一の防災対策を求めるのではなく、自らの状態や価値観、

置かれた環境などに合わせて、それに適した防災 対策

を選択・創造していくことが重要です。そこで、得られ

る「災害リスク情報」をフルに活用し、個人や地域の特

性に合わせた防災対策を立案し、実行できる サービス

ハザード・リスクの評価や防災対策の立案、実

行を効果的に行うためには、そのために必要な知

識や情報がいつでも得られる環境が必要となりま

す。そして、その知識や情報は一カ所にあるので

はなく、社会を構成する様々な主体が分散して保

持し、管理しています。そこで、その多様な主体

と手法の開発を行います。その第一段階として、まずは

個人一人ひとりと地域コミュニティーの防災対策を中心

に研究開発を行います。

が持つ知識や情報、すなわち「災害リスク情報」

を相互に利用できるような情報環境の研究開発を

行います。

国の����������ーシ�ン25�の�環として

2007年6月1日に閣議決定された長期戦略指針「イノベーション25」には、2025年までを視野に入れ、研究

開発や社会制度の改革など、中長期にわたって取り組むべき政策が示されています。この中で、「災害リスク

情報プラットフォーム」は、早期に社会還元すべき先駆的なプロジェクトとして、「安全・安心な社会」を目

指した「きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるとともに、災害対応に役立つ情報通信システムの構

築」することと位置づけられています。

【 Project Web Site 】
http://bosai-drip.jp
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災害ハザード・リスク評価システム

大学

国

自治体

研究機関

ハザードマップ

被害想定

防災政策
・制度

災害記録

災害リスク情報
相互運用環境

①災害ハザード・リスク評価システムの研究開発

個人

防災科研の各種
ﾊｻﾞｰﾄﾞ研究部門

各種ハザード

各種自然災害リスク評価����
全国を対象とした各種自然災害事例マップの提
供システムと、地域を限定した各種自然災害リス
ク評価情報の提供システム

個人�け活用システム

専門知
による
リスク
評価

災害リスク情報
クリアリングハウス

地震ハザード・リスク情報ステーション
全国を対象とした地震ハザード・リスク評価を実施
し、それら情報をＷＥＢ上でわかりやすく提供でき
るシステム

メタ��

防災行動

自然災害に備えるためには、被りうる自然災害のリスクについて知ることが必要です。そのた

めには、専門的な調査・研究によるリスクの評価・可視化が重要となってきます。そこで、各種自

然災害について、これまで培われてきた専門的な知見に基づくハザード評価、リスク評価を行い、

①災害ハザード・リスク評価システムの研究開発

相互運用環境とクリアリングハウス
①②で行うリスク評価のために必要な情報を発見し（クリ
アリングハウス）、利用できる（相互運用）環境

メディア

企業・NPO 防災サービス

被災時体験
・エピソード

②災害リスク情報活用システムの研究開発

�災害���情報相互運用環境の研究開発

地域

個人�け活用システム
個人の生活・将来設計を含めた防災対策立案と、
日常生活の各場面での防災行動支援を行うシス
テム

地域�け活用システム
地域が自らの地域のリスクや資源を空間的・時間
的に可視化するプロセスを通じて、防災対策を立
案するシステム

個人・
地域に
よる
リスク
評価

防災行動然災害について、これまで培われてきた専門的な知見に基づくハザ ド評価、リスク評価を行い、

その成果を可視化された「災害リスク情報」として提供します。その第一段階として、まずは地震

災害を中心に研究開発を行います。

災害ハザード・リスク評価システムの�要

専門的な調査研究に基づいて、詳細で高�度な災害ハザード・リスク情報を作成し、配信するシステムの研究開発

防災対策を立案、実行できる

環境を提供できることを目的と

して、これまでに培われてきた

各種自然災害に関するハザー

ド・リスク情報を、専門知として

配信するシステムを構築してい

各種自然災害���評価����地震ハザード・リスク情報ステーション

� 全国�地震ハザード・リスク情報ステーション
全国を対象とし、地震調査研究の成果の集大成である地震動予測地図を高度化し、
地震リスク評価を実施する。ＷｅｂＧＩＳ等の技術を用いて、地震ハザード・リスク情報、
地下構造データ等の関連情報を網羅的に提供可能な情報ステーションを構築する。

� 全国�自然災害事例��������
全国を対象とし、各種自然災害共通の「災害
が発生したという事実」を「今後も発生しうると
いうリスク」として集約した自然災害事例マップ

を作成・提供する。評価手法高度化の研究 情報提供システムの開発全国を対象とした地震ハザード
評価・リスク評価の実施

地震リスク評価

建物被害

人的被害

各種災害の
記録収集

全国�自然災害事例
マップの作成

……
……

地震ハザード評価

……
……

きます。

特に地震災害に関しては、地

震動予測地図などの地震ハ

ザード情報の高度化や全国レ

ベルでのリスク評価、それら情

報を公開するための地震ハ

� 地域詳細�地震ハザード・リスク情報ステーション（実証実験）
市区町村程度の限られた領域において、詳細な地震ハザード評価を行い、それらデー
タをもとにして、詳細なリスク評価を実施する。これら情報を提供するためのシステムを
開発し、実証実験を行う。

� 地域詳細�自然災害���評価����
地域を限定し、各種災害のリスク評価を実施し、
それら情報を配信（相互運用）する実証実験を
行う。

地域を限定した実証実験 地域を限定した実証実験

災害リスク情報
クリアリングハウス

地�情報等の基�情報整備

人口、建物等
暴露側データ

経済被害等

基礎データの収集整備 地震ハザード・リスク評価 災害リスク評価

活用システムでの相互運用 活用システムでの相互運用

�
用
シ

�
�
運

�
用
シ

�
�
運

……
……

ザードステーションJ-SHISの高

度化に取り組んでいきます。

地震ハザードステーション
(J-SHIS)の高度化

地震ハザード・リスク情報ステーションの構築

ツールの整備
手法の高度化

手法開発、モデル構築から実証実験まで
�
用
シ
ス
�
ム

シ
ス
�
ム
�
�

運
用

シ
ス
�
ム
�
�

運
用

全
国
版
地

ド
・
リ
ス
ク

地下構造

建物、人口

地
域
を
限
定

た
実
証
実
験

ム
�
�
�
�
運
用

災

地
震
ハ
ザ
ー

ク
評
価

基礎情報の収集 ⇒ モデルの構築

地震ハザード

⇒ リスクまで含めた情報の公開

過去にその場所で災害が発生したという事実は、そ

の発生原因を調べる上でも、今後の発生リスクを考

える上でも、非常に重要な情報となります。そこ で、

全国�自然災害事例マップシステムの開発

個別地域を対象として、そこで発生しうる各種自然災

害のハザード・リスクを詳細に評価・提供できるシス

テムの開発を行います。また、地域に発生しう る自

然災害が単独であるとは限らないことを考慮し、この

と「地震 ザ ド ク情報 と

定
し

験

地域詳細�自然災害リスク評価システムの開発

災
�
リ
ス
ク
�
�
ク
リ
�
リ

【 Project Web Site 】
http://bosai-drip.jp

全国で発生した各種災害の災害履歴を今後の災害

対策に活用するために自然災害事例マップを作成し、

わかりやすく提供するシステムを開発します。

システムと「地震ハザード・リスク情報ステーション」と

を合わせ、「災害リスク情報活用システム」 における

マルチハザード・マルチリスクでの防災対策の立案

や実行に資することを目指します。

リ
�
�
ハ
�
ス36



災害リスク情報活用システム

大学

国

自治体

研究機関

ハザードマップ

被害想定

防災政策
・制度

災害記録

災害リスク情報
相互運用環境

①災害ハザード・リスク評価システムの研究開発

個人

防災科研の各種
ﾊｻﾞｰﾄﾞ研究部門

各種ハザード

各種自然災害リスク評価ｼｽﾃﾑ
全国を対象とした各種自然災害事例マップの提
供システムと、地域を限定した各種自然災害リス
ク評価情報の提供システム

個人向け活用システム

専門知
に�る
リスク
評価

災害リスク情報
クリアリングハウス

地震ハザード・リスク情報ステーシ�ン
全国を対象とした地震ハザード・リスク評価を実施
し、それら情報をＷＥＢ上でわかりやすく提供でき
るシステム

メタD�

防災行動

変動し複雑化する社会においては、誰にも共通する唯一の防災対策を求めるのではなく、自ら

の状態や価値観、置かれた環境などに合わせて、それに適した防災対策を選択・創造していくこ

とが重要です。そこで、得られる「災害リスク情報」をフルに活用し、個人や地域の特性に合わせ

②災害リスク情報活用システムの研究開発

相互運用環境とクリアリングハウス
①②で行うリスク評価のために必要な情報を 発見し（ クリ
アリングハウス）、利用できる（相互運用）環境

メディア

企業・NPO 防災サービス

被災時体験
・エピソード

②災害リスク情報活用システムの研究開発

③災害ﾘｽｸ情報相互運用環境の研究開発

地域

個人向け活用システム
個人の生活・将来設計を含めた防災対策立案と、
日常生活の各場面での防災行動支援を行うシス
テム

地域向け活用システム
地域が自らの地域のリスクや資源を空間的・時間
的に可視化するプロセスを通じて、防災対策を立
案するシステム

個人・
地域に

�る
リスク
評価

防災行動

災害リスク情報活用システムの�要

とが重要です。そこで、得られる 災害リスク情報」をフルに活用し、個人や地域の特性に合わせ

た防災対策を立案し、実行できるサービスと手法の開発を行います。その第一段階として、まず

は個人一人ひとりと地域コミュニティーの防災対策を中心に研究開発を行います。

一人ひとり、そして地域が、災害リスク情報を活用し、防災対策を立案・実行できる社会を実現するための研究開発

個人・地域の防災対策に必要な
�つの要��

◎��o��ed�e�Data（知識・情報）
→３つの知の可視化と融合

◎�oo�����te���e���ce（道具）
→知を活用できる道具・システム

◎M h d（手法）

防災対策は、それを被りうる

本人（個人や地域）が行わなけ

ればなりません。その際、自ら

の知識だけで行うのではなく、

専門知や経験知を取り込み、

自らの知として新たに創出し、

自然災害

高潮・津波／地震／洪水・浸水／豪雪・雪崩／噴火／土砂崩れ・地すべり／etcの自然現象

経験知専門知
◎Method（手法）

→ﾘｽｸ評価・ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

◎�oc�et�（あるべき社会）
→リスクガバナンスの確立と高度化

地域防災対策システム
「地域防災キット」

・リスクとQOLで考える「将来防災生活設計機能」 ・地域活動を支える「eｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ機能」
リ クや資源を空間的に捉える「防災 プ作成機能個協

個人防災対策システム
「��防災」

自らの知として新たに創出し、

自らに適した防災対策を立案・

実行することが重要になります。

経験知
災害に向かう「知」
（ハザードマップ、
緊急地震速報、等）

専門知

災害に対する自らの「知」（地域特性、災害文化、等）

自分知・地域知

○○○さんの�-防災

12:34

・いつでもどこでも携帯で「日常防災行動支援機能」 ・リスクや資源を空間的に捉える「防災マップ作成機能」
・リスクを想定し備えを考える「災害ﾘｽｸｼﾅﾘｵ作成機能」

現在地 水害��

12:34

12:34

個
人
・
地
域
が
自
ら
行
う

と

協
働
型
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ

ﾘｽｸｼﾅﾘｵ作成
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

ﾘｽｸを加味した
ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ

6

① ✉自宅
② ✉自宅～会社
③ ✉会社
④ その他の登録スポット

⑤ ヘルプ
⑥ 問い合わせ

現在地のリスク

その地域の特性に�した その地域��の協働型リスクマネジメント

現在地の水害��

現在地の水害リスクマップ

12:34
う
リ
ス
ク
評
価

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

現在地の
ﾘｽｸﾁｪｯｸ

防災ﾏｯﾌﾟ作成
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

基本情報
判定基準

浸水被害危険度予測システム（「あめリスク・ナウ」）

浸水位・流速予測

他の災害
リスク情報

他の災害
リスク情報

他の災害
リスク情報

行政
（福祉課等）

災害救援
ボランテ ア

ボランティア
コーディネータ

管理画面

○○○-○○
○○-○○○○

護

ボ 要援護者救助
支援システム

相互運用環境

(c) 可能な限り行
動に近い位置で
の意思決定支援

(a) 相互運用環境
の活用

護

ボ

状況の引き継ぎ

災害情報センター

LED表示板付
自動販売機

携帯電話
（メール）

衛星音楽配信端末ラジオ

各種情報メディア局・団
体（コミュニティFM放送
局、衛星音楽配信局、
メール配信会社等）

人工衛星
藤沢市災害対策本部

ふじさわ電縁マップや
地域防災キット

公的インフラ企業

(�)
���

他地域でも
受信可能

えのしま・ふじさわ
ポータルサイトなど

(�) 情報整理・発信

(�) 情報�集 (�) 情報��

災害情報センター 情報発信サイト

災害情報コーディネータ

(�)
���

(�)
���

市町村防災WEB

市町村災害対応
WEBマニュアル

コミュニティFM

地域ポータル

市民記者

庁内防災対策
システム

地域社会

公的機関

市民活動
体

災害ボラ ン
テ ア

市防災WEB

行動と広報
の一体化

地域との
相互運用

クロスメディア

その地域の特性に�した、その地域��の協働型リスクマネジメント

防災訓練 情報整理

要援護者

ボランティア コ ディネ タ
携帯画面 (b) ユーザが設定する

行動支援判定基準 被災市民・災害救援ボランティア

団体 テ ィア

要援護者救助支援と連携体制 地域協働型災害時情報集約・配信 行政とコミュニティ間での防災情報連携 etc.

【 Project Web Site 】
http://bosai-drip.jp

安全点検 情報発信

ｺﾐｭﾆﾃｨﾒﾃﾞｨｱ行政 NPO自主防災組織 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 企業 etc.専門家町内会 社協 教育機関

これらを支え、��し、必要に応じて新たに創出する「災害リスクガバナンス」の確立と高度化37



災害リスク情報相互運用環境

大学

国

自治体

研究機関

ハザードマップ

被害想定

防災政策
・制度

災害記録

災害リスク情報
相互運用環境

①災害ハザード・リスク評価システムの研究開発

個人

防災科研の各種
ﾊｻﾞｰﾄﾞ研究部門

各種ハザード

各種自然災害リスク評価�ｽ��
全国を対象とした各種自然災害事例マップの提
供システムと、地域を限定した各種自然災害リス
ク評価情報の提供システム

個人�け活用システム

専門知
による
リスク
評価

災害リスク情報
クリアリングハウス

地震ハザード・リスク情報ステーシ�ン
全国を対象とした地震ハザード・リスク評価を実施
し、それら情報をＷＥＢ上でわかりやすく提供でき
るシステム

メ���

防災行動

ハザード・リスクの評価や防災対策の立案、実行を効果的に行うためには、そのために必要な

知識や情報がいつでも得られる環境が必要となります。そして、その知識や情報は一カ所にある

のではなく、社会を構成する様々な主体が分散して保持し、管理しています。そこで、その多様な

�災害リスク情報相互運用環境の研究開発

相互運用環境とクリアリングハウス
①②で行うリスク評価のために必要な情報を発見し（クリ
アリングハウス）、利用できる（相互運用）環境

メディア

企業・NPO 防災サービス

被災時体験
・エピソード

②災害リスク情報活用システムの研究開発

�災害�ｽ�情報相互運用環境の研究開発

地域

個人�け活用システム
個人の生活・将来設計を含めた防災対策立案と、
日常生活の各場面での防災行動支援を行うシス
テム

地域�け活用システム
地域が自らの地域のリスクや資源を空間的・時間
的に可視化するプロセスを通じて、防災対策を立
案するシステム

個人・
地域に
よる

リスク
評価

防災行動

災害リスク情報相互運用環境の�要

のではなく、社会を構成する様々な主体が分散して保持し、管理しています。そこで、その多様な

主体が持つ知識や情報、すなわち 「災害リスク情報」を相互に利用できるような情報環境の研究

開発を行います。

分散して運用管理される災害リスク情報を相互に活用し合える環境の実�に�けた研究開発

防災対策の立案に有効な情報

は、専門的な知見から作成された

ハザード・リスク情報だけではあり

ません。過去の災害の記録、被

害を受けた方の体験談や教訓、

そしてそれらを踏まえた防災制度、

国

自治体
・ハザードマップ
・被害想定

・災害記録

災害ハザード・リスク評価システム

地震ハザード・リスク評価および

……
…………

…………
……

いつどこでどのような
災害が発生したか？

いつどこでどのような
災害が発生しうるか？

ハザード・リスク情報
デー��ース

災害��
デー��ース

サービス、推奨行動など、有用な

情報は多種多様に存在します。こ

れらの情報を「災害リスク情報」と

して、一人ひとりと地域の防災対

策に活かすためには、どのような

状態で整備・管理されていくべき

大学

研究機関

メディア

企業・NPO
・防災政策・制度
・防災ｻｰﾋﾞｽ（保険等）
・防災行動

・被災時体験
・エピソード
・写真

災害リスク情報
クリアリングハウス

震
各種自然災害事例マップ作成に
使用

×□_災害危険度メータ

危険度３
大丈夫？

自宅の登録 家族の登録 自宅の耐震評価 備蓄登録
ファイル 編集 表示 ツール ヘルプ

なし

なし

×□_災害危険度メータ

危険度３
大丈夫？

自宅の登録 家族の登録 自宅の耐震評価 備蓄登録
ファイル 編集 表示 ツール ヘルプ

なし

なし

…
…

…
……
…………

……

……
……

体験・エピソード
デ ��

制度・サービス・推奨行動
デ ��

災害リスク情報活用システム

メ���

かについて、仮想的な相互運用

環境を構築して研究開発を行って

います。

地域防災キット上での専門家、行政、地域住民の知の統合活用事例

災害リスク情報相互運用環境の活用事例

専門家 行政と地域住民における�知の相�の��化
専門家の研究活

個人および地域の防災対策立案
時に使用

どのような災害時にどの
ようなことが起きたか？

どのような災害時にどの
ようなことができる（すべ

き）か？

デー��ース デー��ース

地域防災キット
ハザードマップ

相

互

研究機関

エピソード

過去の空中写真が�び�され�動��することで
�在リスクの発見やリスク�の��を�知

専門家・行政と地域住民における�知の相�の��化

…
…

…

大学

動等�の�ィー
ド�ック

空中写真

地域住民

被災経験箇所や
ヒヤリハット

運

用

環

境
行政機関

制度
…等々

……
…………

……

……
……

NPO
…等々

従来の地域防災活動

【 Project Web Site 】
http://bosai-drip.jp

域 民

【推奨行動】

□□になったら、
△△しましょう。

【エピソード】

同じ条件で過去に××と
いうことがありました。

【制度情報】

○○助成制度が
適用になります。

情報に関�するエピソードや制度等を推奨��

行政の防災施策
等�の�ィード
�ック

地域の防災対策�
の��・活用

従来の地域防災活動
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医療防災の研究

医療施設の防災力向上 医療ロジスティクスの研究

防災システム研究�ンター Ｅ�Ｍ 医療防災研究チーム

地震災害時における病院機能低下状況の調査

Ｅ�Ｍ医療防災研究チームでは・・・

大地震時における医療施設の防災力の向上と、傷病者搬送を含むロジスティックスを最適化する医療ロジスティ
クスの研究を行っています。また、災害時における医療・消防・自衛隊・自治体など関係機関の円滑な協働を推
進するために、災害医療関係機関との共同研究を積極的に進めています。これにより災害に強い医療の形成に
寄与し、尊い人命を守り、安全安心な社会の構築、大規模災害による住民の負担軽減に役立てます。

能登半島地震能登半島地震 新潟県中越沖地震新潟県中越沖地震

＋＋

112ｔ

34ｔ

市水

受水槽

高置水槽

各所へ

＋＋

150ｔ

800ｔ

60ｔ

市水
雑用水槽

受水槽
高置水槽

雑用水

各所へ

平均使用量250ｔ/日
平均使用量80～130ｔ/日

水不足！

有効

実地震災害時には、
病院の被害調査を実
施し、機能低下状況
を調査しています。

例えば、２日間の断
水に対し、上水用受
水槽だけを保有して
いた病院と雑用水タ
ンクを保有していた
病院では、災害対応
に大きな違いが発生
しました。雑用水タン
クの有用性を示した
事例です。

兵庫県の災害拠点
病院の上水と井戸、
雑用水に関する保有
状況を示しています。
この結果を、病院側
の備えの目標値とし
て提示し、さらに災害
時には、給水車の分
配計画に役立てます。

その他、電気設備、
災害訓練などの項目
についても指標を作
成し、診断システムを
作成しています。

病院防災力の目安となる診断指標の構築

災害医療情報GISシステムの開発

0.31

0.50

0.63

0.47

0.33

0.76

0.45

井戸病院A：

病院C：

その他

病院D：

0.89 井戸

井戸 その他

病院E：

病院F：

病院I：

病院G：

病院J：

病院の保有水量 受水槽容量/病床数（ｔ/床）

その他

0.67 井戸病院H：

1.26 その他病院K：

1.43病院L：

0.33 井戸病院B：

その他

196,902

285,911 118,794

718,392

1,077,404

1,498,805

156,447

580,243

720,300

293,586

２次医療圏人口

災害拠点病院

病院：有効 0.36 井戸

病院2：

水不足！病院： 0.56

災害医療情報GISシ
ステムには、全国約
9000の病院の位置

情報、災害拠点病院
の詳細情報などを整
備しています。災害
発生時には、病院の
被害状況や多数の
傷病者が発生してい
る地域、支援の医療
チームの動向などの
重要情報を地図上に
提示し、災害医療活
動の円滑化に寄与し
ます。

基本データ

EMISデータ

EDM独自調査
データ

医療派遣チームの調整、指揮、統括技法の開発

災害時に治療が必
要となる急性期傷病
の治療手段、必要な
医療機器や材料等
の代替・復旧・補給
の拠点の把握、過
去の災害における
医療機器の被害傾
向を調査し、サプラ
イチェーンに基づく
災害マネジメントの
検討を行っています。

サプライチェーンに基づく災害マネジメントの検討

重傷者の発見時点
から被災地外病院ま
での救命プランに関
する実証的研究を
行っております。救命
の輪をつなげていく
には現場時点からの
適切な医療活動が必
要であり、そのため
に必要な多機関連
携・情報共有を含む
実働訓練の検証を
行っております。

病院前の捜索救助医療活動の実証的研究

重傷者の発見時点から被災地外病院までの

救命プランに関する実証的研究

合同指揮本部
・多機関連携
・患者情報の共有
・病院情報の共有

ヘリの活用
・情報収集
・資源投入（部隊、医療班、資材等）

広域応援
・先行情報収集
・患者位置特定
・部隊配置判断

医療面からの検証
・組織活動
・連携活動
・情報共有

医療開始の早期化
・現場医療の実施
・医療的知識に基づく救助方法

・病院選定
・病院搬送

急性期傷病の治療手段の把握急性期傷病の治療手段の把握
→必要な→必要な医療機器医療機器，，

画像診断・検査，画像診断・検査，

材料，薬剤，血液の把握材料，薬剤，血液の把握

過去の災害における医療機器の被害傾向の把握過去の災害における医療機器の被害傾向の把握

→必要な供給（電力，水，薬剤類，マンパワー），→必要な供給（電力，水，薬剤類，マンパワー），

脆弱箇所（接合部等）の把握脆弱箇所（接合部等）の把握

→→連関関係連関関係の解明の解明

→→災害マネジメント方策災害マネジメント方策

効果

条件

代替・復旧・補給ポイントの把握代替・復旧・補給ポイントの把握

→臨着場，→臨着場，

近隣病院，近隣病院，

薬局・業者等薬局・業者等

（（サプライチェーンサプライチェーン））

の把握の把握

リソース

ヘリ臨時発着場
非公共へリポート
公共へリポート
災害拠点病院

ヘリ臨時発着場
非公共へリポート
公共へリポート
災害拠点病院

診
療
機
能
の
回
復

避難所

現地救護所

災害拠点病院

搬送機関

トリアージ判定情報

傷病者医療データ
DMAT配備情報

患者の状態把握

救急・医療支援 など
医療情報集積

病院のライフライン

検査機器の状況

DMATの待機状況

傷病者搬送先情報

搬送手段情報
など

搬送手段割当情報

傷病者トラッキング情報

など
基本的なデータ
ベースの格納
（協調処理）

基本的なデータ
ベースの格納
（協調処理）

災害拠点
病院

災害時に確実
に機能する
１回線を確保

ＥＭＩＳより情報支援

��の�機管理

��による��

��の�機管理

��による��

時空間キーに
よる情報管理

自治体

SCU

災害時には、各所で
医療派遣チームが
活動を行い、各機関
と連携しながら種々
の医療情報を適切
に伝達することが必
要になります。それ
ら医療チームの調
整、指揮、統括技法
について、最新の危
機管理技法（協調処
理）による統括技法
を検討し、開発を
行っています。
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IT（情報技術）を活用した自治体の危機管理

災害情報を位置と時間で管理する時空間情報処理技術により、減災に資する災害時に確実に機能する情報
システムの研究・開発を進めています。システム開発は、自治体等への復旧・復興業務支援や減災への取り
組みに関する協働により、防災実務現場のニーズに基づき、実効的な高度化を日々続けています。開発シス
テムは、地震以外の自然災害等での有効性についても実証を重ね、平常時システムで災害対応を実現する
RARMIS（Risk Adaptive Regional Management Information System) コンセプトを具体化します。

IT（情報技術）を活用した自治体危機管理技術の研究開発

防災システム研究センター EDM ＩＴ化防災研究チーム

時空間情報処理（時空間GIS）

主な研究活動事例

迅速・正確な災害対応のため、汎用性の高いデータベース管理・情報の時空間管理高度化を目指します。

時空間情報システムの構成概要

自治体共通応用プログラム
（平常時機能，防災関連機能他）

DiMSIS

公開API

公開データ構造

時空間データ

全データを重畳表示

拡大図

全国シームレスデータ

リスト画面、帳票画面

横浜市青葉区桂小防災拠点（2008.11）

安否確認システム

三重県大紀町野原地区（2008.12）

安否確認システムの防災訓練での
実証実験（実用化へ向けた改良）

二次元バーコードの
避難所受付利用

住民避難支援（災害対応ロジスティックス解析による意思決定支援構築）

輸送経路

輸送計画（ガントチャート）

地震災害以外への適用

平成１８年７月豪雨（被害情報の時空間管理）

��島県�つま町

���

��県��町

鳥インフルエンザ
（職員らが平常時システムを緊急対応へ拡張利用→RARMISの具体化）

離島との長距離通信

P2地点
中継用HUB設置

P2→P1 P2→P3

�１

�２

��

三重県大紀町

��

アドホック通信実験
（災害時の通信網の確保、通信機材の設置場所選定）

通信距離約２８ｋｍ

中山間地域での中継点設置通信

甑島

本土側設置場所からの甑島の眺望

��島県����市
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Click!

Click!

Click!

Click!

Click!

Click! Click!

Click!

関連ファイルの
ダウンロード

コンテンツに
関する議論 検索結果の表示

テンプレートの
アップロード

画像の挿入、
テキストの各種編集

II. 技術情報の種別

III. 技術の利用に際して
　                      必要な情報

VII-VIII. 異なる地域/状況への
                                                適用性

      必要な情報      必要な情報
（適用性に関する自己評価）

適用性適用性
（技術提案者からのメッセージ）

（技術提案者の
  連絡先・開発者
  情報・参考文献・
  特許の有無等）

（災害種）

（利用者）

（想定される被害の対象）

IV-VI. 技術自体に関する
                                           記述

(実践のプロセス・
 長所と短所・実践に
 より得られた教訓)

(技術の特性)

(必要な設備・平均
 的な経費・人員等）

X-XI. その他の関連情報

IX. 技術の適用事例
（関わった人 ・々
  実際の経費と
  所要人員・成果等）

（加筆修正の記録）
（関連する動向等）

I. 技術情報の要旨

（開発/発展の背景)

防災分野におけるNGO活動への効果的な支援方法（ネパールでの事例研究より）

Step ２．現地調査・データ分析 Step ３．
研究成果のまとめ
(1) 調査対象NGOの
　  発展史の記述
(2) その発展要因の
       分析

Step ４．
プロセス技術の抽出
上記の成果から、NGO
との恊働や活動支援を
試みる際のノウハウや
注意点を抽出する。

Step１．
目的の設定と共有
調査対象とするNGOと
最終ゴールについて
の認識を共有する。

調査

①文献調査（組織の内部資料・刊行物・その他）

②聞き取り調査 （内部スタッフ・外部関係者・その他）

③活動現場訪問（影響評価）

【主要データ 】
- スタッフ雇用・資金獲得・外部評価に関する事実関係
- 個々の出来事の重要性や意義に関する個人的な見

解・印象など（語り）

分析
①NGO活動の発展プロセスに関する年表作成・修正

　（重要な会議・プロジェクト・人物などの特定）

（ 繰 り 返 し ）

NGO代表（中央）と調査者（右）
カトマンズの事務所前にて（2008.7）

防災科学技術情報基盤の形成

世界各国の地域特性及び現場に適する有効な防災科学技術を集積し、ウェブ配信する世界標準のシステムを開発することを目的
に、科学技術振興調整費「アジア防災科学技術情報基盤の形成」プロジェクトと協働で、国内外の防災関係機関と連携しつつ、ウェブ
データベースを構築しています。また、防災科学技術情報を収集するためのフォームの開発、防災研究のコンテンツ化を促進するた
めのコンテンツ生成プロセス事例の提示、防災関連機関との協働による優良コンテンツの収集・分析を行っています。

様々な技術や知恵を統一したフォームで収集することにより、より活用しやすいデータベースを作ることができます。フォームは、
国際ワークショップ等を通して、国内外の実務者や研究者からの意見を集約することで開発されました。

フォーラム
コンテンツ投稿・ディスカッション

研究やプロジェクトのコンテンツ化を促進することがデータベースの充実につながります。防災研究の概要及びその実施プロセス、そ
の研究から生まれるコンテンツを提示することにより、コンテンツ生成プロセス事例の形成を図っています。

データベース
コンテンツ詳細表示・コンテンツ検索

データベースでは、登録された
コンテンツの閲覧が可能です。
単純検索及び詳細検索が可能
であり、希望のコンテンツをより
早く見つけることができます。

フォーラムの主な機能は、コンテン
ツの投稿及び投稿されたコンテン
ツに関するディスカッションです。
アカウントを取得し、ログインして
いる状態でのみ、フォーラムが利用
できます。

写真を含む投稿されたコンテ
ンツの詳細が閲覧できます。コ
ンテンツに添付された各種
ファイルはダウンロード可能で
す。ログインしている状態であ
れば、各コンテンツに関する議
論も閲覧できます。

検索により必要なコンテンツ
を見つけることができます。
上 記 は 、タ イ ト ル に
「Earthquake」を含む「プロ
セスの技術 (Process 
technology)」に該当する検
索結果を表示したものです。

コンテンツ投稿は、投稿画面に
直接入力するか、エクセルテン
プレート（防災科学技術情報収
集フォーム）をアップロードした
後、直接入力する、2つの方法が
あります。入力画面では、フォン
トサイズの変更等の修正が可能
です。また、写真の挿入、追加資
料の添付が可能です。

フォーラムにあるコンテンツ
は、現在、議論中のものです。
コンテンツを表示させた後、
コンテンツの下にある議論を
見ることができます。また、コ
メントを書き込むことも可能
です。

開発されたウェブデータベース
は、コンテンツの投稿からデータ
ベースへの登録までをウェブ上
で一環して行うことができるシス
テムです。また、コンテンツに関し
ての議論を行うこともできます。
このシステムは、「アジア防災科
学技術情報基盤の形成」プロジェ
クトにおいて使用され、現在、運
用中です。

運用中サイトのトップページは、
コンテンツを提供するデータ
ベース（DRH Database）、コンテ
ンツの投稿及び投稿コンテンツ
に関する議論の場であるフォーラ
ム（DRH Forum）、防災情報を提
供している他のサイトを紹介する
リンク集（DRH Links）で構成され
ています。また新着情報及び新規
に登録されたコンテンツが表示
されています。

Step 1：調査
生徒や教師の防災教
育に対するニーズや防
災意識をアンケート調
査により明らかにする。

Step 2：実践
災害経験の収集、防災
教育の実践のため、ド
ローイング及びエッセ
イコンペティションを
実施する。

Step 3：開発
収集したエッセイとド
ローイングを教材とし
て、さらに教師用ガイ
ドラインを開発する。

Step 4：普及
トレーニングを通して、
現地NGOが教材とガ
イドラインの使用方
法、を理解し、普及戦略
を立てる。

災害被災地における学校防災教育の促進（パキスタン）
現地での実践活動を通して、防災教育の普
及・促進を目指している。本研究プロセスが、
プロセスの技術としてコンテンツ化される。

適用例：アジア科学技術情報基盤（DRH-Asia) ウェブサイト（http://drh.edm.bosai.go.jp/）ウェブデータベースの開発ウェブデータベースの開発

防災科学技術情報収集フォームの開発防災科学技術情報収集フォームの開発

コンテンツ生成プロセス事例の形成コンテンツ生成プロセス事例の形成

防災システム研究センターEDM国際展開研究チーム
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大都市大震災軽減化特別プロジェクト
Ⅱ 震動台活用による構造物の耐震性向上研究 E-ディフェンスⅡ 震動台活用による構造物の耐震性向上研究 E ディフェンス

鉄筋コンクリート建物実験

鉄筋コンクリート造は、木造、鉄骨造と並び、日本における最も代表的な建築構造の一つです。古くから、学校、庁舎、病院などの公共建築物
やマンション建築の大多数は、遮音性能、耐火性能に優れ、自由な形態を可能とする鉄筋コンクリート構造で建設されました。しかし、１９９５年
兵庫県南部地震では、多くの鉄筋コンクリート建物で甚大な被害を生じ、多くの人命が失われました。いわゆる新耐震基準による比較的新しい
建物においても崩壊あるいは大破したケースもありました。本実験では、Ｅ－ディフェンスにおける震動実験を通して、建物の崩壊に至るまでの
メカニズムを解明し 未知なる大地震に対して最低限人命を失わない建築構造技術の確立を目指しますメカニズムを解明し、未知なる大地震に対して最低限人命を失わない建築構造技術の確立を目指します。

上：実大6層建物
実験でせん断破

木造建物実験
学校校舎を想定した実大3層建物実験（平成18年度）マンションを想定した実大6層建物実験（平成17年度）

実験でせん断破
壊した1層の連層
耐震壁

左：実大6層建物

実験でせん断破
壊した1層の短柱

木造建物実験

木造建物は、我が国で最も多い建築構造であり、大都市から地方都市まで広く普及しています。一方、地震が発生する度に多くの木造建物被害
が報告されます。木造住宅の耐震設計・耐震補強方法の具体的な構築を目指した実験的・解析的研究を、主に1981年の建築基準法改正前に建

てられた既存不適格と呼ばれる木造住宅を対象として実施しました。本実験では、建築年数の古い既存の木造建物であっても、建物の構造特性
に応じた適切な耐震補強を実施することで倒壊を防げることが確認されました。また、実験で得られた映像データを耐震補強の促進に用いること
で、自治体などの防災対策に大きく貢献しています。
地震被害を軽減させるためには、建物の健康診断に当たる耐震診断を受けて建物の現状を正確に把握することが大切です。

B棟：補強

A棟：無補強

移築補強・無補強住宅実験（平成17年度） 伝統構法移築・新築住宅実験（平成17年度） 震災復旧・免震住宅実験（平成17年度）

地盤基礎実験

我が国では多くの大都市が海や河川近傍の軟弱地盤に

位置しており、この地盤上に構造物を建設する場合には構

造物を支持する基礎構造が必要となります。

多くの構造物で採用されている杭基礎は地震時に損傷を

受ける とが多く 基礎の損傷によ て構造物全体に傾斜

円筒形せん断土槽 (内径8m、高さ6.5m)

受けることが多く、基礎の損傷によって構造物全体に傾斜

や沈下を生じ、構造物自体が健全であっても使用することが

できなくなってしまいます。近年では兵庫県南部地震の際、

沿岸部の液状化に伴う地盤の側方流動により、多くの護岸

とその背後の杭基礎構造物が大きな被害を受けました。し

かしこれらの現象は実際の地震時に観測されたことがない

ため、護岸や杭基礎がどのような力を受けて壊れるのか、ど

のような過程で壊れていくのかについて十分に把握されて

いません。そこで本研究では、大型せん断土槽や直方体土

槽の内部に杭基礎構造物を有する地盤を作製し 種々の構

地盤内で折れ曲がった杭 (地盤撤去後：奥が海側)

加振前の試験体 (中央水色が杭基礎構造物：右が海側)

槽の内部に杭基礎構造物を有する地盤を作製し、種々の構

造物・入力波・加振方向の震動実験を実施しました。

この実験では、側方流動、液状化現象を再現することに

成功し、多くのデータを得ることが出来ました。これらデータ

を基に、地盤防災分野の継続的な発展を目指します。
地盤内で折れ曲がった杭 (地盤撤去後)

兵庫耐震工学研究センター
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